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(57)【要約】
【課題】下りリンクＭＵ－ＭＩＭＯ伝送において、ＣＳ
Ｉのフィードバック方式が異なる複数の移動局装置を同
一無線リソースに空間多重できる新しい空間多重技術を
実現する。
【解決手段】複数のアンテナを有する基地局装置と、少
なくとも一つのアンテナを有する複数の移動局装置とを
含む無線通信システムであって、基地局装置は、複数の
移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情
報形式のいずれか一つに基づいて取得し、伝搬路情報に
基づいて、複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれ
プリコーディングを行い、前記プリコーディング後の信
号を空間多重して送信し、移動局装置は、プリコーディ
ング後の信号を受信し、伝搬路情報に基づいて、多重さ
れた移動局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出す
る。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のアンテナを有する基地局装置と、少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動
局装置とを含む無線通信システムであって、
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得し、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
ディングを行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信し、
　前記移動局装置は、
　前記プリコーディング後の信号を受信し、前記伝搬路情報に基づいて、多重された移動
局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出することを特徴とする無線通信システム。
【請求項２】
　前記複数の移動局装置として第１移動局装置と、第２移動局装置とが含まれており、
　前記第１移動局装置は、第１伝搬路情報形式に基づいて、前記基地局装置との間の伝搬
路情報を前記基地局装置に通知し、
　前記第２移動局装置は第２伝搬路情報形式に基づいて、前記基地局装置との間の伝搬路
情報を前記基地局装置に通知することを特徴とする請求項１に記載の無線通信システム。
【請求項３】
　前記第１伝搬路情報形式は、前記基地局装置と前記移動局装置との間の伝搬路情報を明
示する情報形式であり、
　前記基地局装置と前記移動局装置との間の複素伝搬路行列、前記基地局装置と前記移動
局装置との間の複素伝搬路行列の共分散行列、前記基地局装置と前記移動局装置との間の
複素伝搬路行列と前記移動局装置で適用される受信フィルタ行列との行列積で表現される
複合伝搬路行列のいずれかの情報であることを特徴とする請求項２記載の無線通信システ
ム。
【請求項４】
　前記第２伝搬路情報形式は前記基地局装置と前記移動局装置と間の伝搬路情報を暗示す
る情報形式であり、
　前記移動局装置が前記基地局装置に要求するプリコーディングに関連付けられた制御情
報であることを特徴とする請求項２記載の無線通信システム。
【請求項５】
　前記プリコーディングに関連付けられた制御情報は、前記基地局装置と前記移動局装置
の間で既知のコードブックに含まれる複数の線形フィルタから、前記移動局装置が要求す
る線形フィルタを前記基地局装置に通知するための制御情報であることを特徴とする請求
項４記載の無線通信システム。
【請求項６】
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を前記異なる複数の伝搬路情報形式のいずれ
か一つに基づいて取得し、
　前記伝搬路情報に基づいて第１線形フィルタを生成し、前記伝搬路情報と前記第１線形
フィルタに基づいて前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコーディングを
行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信し、前記第１線形フィルタに関
連付けられた制御情報を前記移動局装置宛に通知することを特徴とする請求項１記載の無
線通信システム。
【請求項７】
　前記第１線形フィルタは、前記プリコーディング後の信号を送信するのに要求される送
信電力を最小にする規範、または前記無線通信システムの通信容量を最大とする規範のい
ずれかの規範に基づき決定されることを特徴とする請求項６記載の無線通信システム。
【請求項８】



(3) JP 2012-114607 A 2012.6.14

10

20

30

40

50

　前記制御情報は、前記基地局装置と前記移動局装置の間で既知のコードブックに含まれ
る複数の線形フィルタから、前記第１線形フィルタを前記基地局装置から前記移動局装置
に通知するための制御情報であることを特徴とする請求項６記載の無線通信システム。
【請求項９】
　前記基地局装置は、前記複数の移動局装置における伝搬路情報を前記異なる複数の伝搬
路情報形式のいずれか一つに基づいて取得し、
　前記伝搬路情報と、更に前記第１伝搬路情報形式から算出される伝搬路行列が有する複
数の固有値にそれぞれ関連付けられた複数の第二の線形フィルタに基づいて、前記複数の
移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコーディングを行い、前記プリコーディング後
の信号を空間多重して送信し、
　前記基地局装置は前記第２線形フィルタに関連付けられた制御情報を前記移動局装置宛
に通知することを特徴とする請求項２記載の無線通信システム。
【請求項１０】
　前記基地局装置は、前記複数の第２線形フィルタから前記プリコーディングに用いる線
形フィルタを決定することによって、利用するアンテナポートを決定することを特徴とす
る請求項９記載の無線通信システム。
【請求項１１】
　前記プリコーディングはＭｏｄｕｌｏ演算を含む非線形信号処理であることを特徴とす
る請求項１から１０の何れか一項に記載の無線通信システム。
【請求項１２】
　少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動局装置を含む無線通信システムに接続さ
れる複数のアンテナを有する基地局装置であって、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得する伝搬路情報取得部と、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
ディングを行うプリコーディング部と、
　前記移動局装置が、前記プリコーディング後の信号を受信した場合に、前記伝搬路情報
に基づいて、多重された移動局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出可能なプリコー
ディング後の信号を空間多重して送信する送信部と、
　を備えることを特徴とする基地局装置。
【請求項１３】
　複数のアンテナを有する基地局装置と、少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動
局装置とを含む無線通信システムに接続される移動局装置であって、
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得する伝搬路情報取得部と、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
ディングを行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信する送信部と、
　を備え、
　前記移動局装置は、
　前記プリコーディング後の信号を受信し、前記伝搬路情報に基づいて、多重された移動
局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出する検出部を備えることを特徴とする移動局
装置。
【請求項１４】
　複数のアンテナを有する基地局装置と、少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動
局装置とを含む無線通信システムにおける通信方法であって、
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得するステップと、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
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ディングを行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信するステップと、
　を有し、
　前記移動局装置は、
　前記プリコーディング後の信号を受信し、前記伝搬路情報に基づいて、多重された移動
局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出するステップを有することを特徴とする無線
通信システムにおける通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数のアンテナを有する基地局装置と、少なくとも一つのアンテナを有する
複数の移動局装置とを含む無線通信システム等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　第３．９世代無線伝送方式として３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈ
ｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ（３ＧＰＰ）において標準化が進められたＬｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅ
ｖｏｌｕｔｉｏｎ（ＬＴＥ）では、第３世代無線伝送方式からの大幅な周波数利用効率の
改善のために、複数の送受信アンテナを用いて無線伝送を行なうＭｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎ
ｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ（ＭＩＭＯ）技術が仕様化された。
【０００３】
　ＭＩＭＯ技術の一つである空間多重（ＳＭ）技術により、周波数帯域幅を拡大すること
なく、伝送速度の向上が実現できる。また、現在、第４世代無線伝送方式の有力候補とし
てＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ（ＬＴＥ－Ａ）が提案され、その標準化活動が活発に行なわ
れている。ＬＴＥ－Ａでは下りリンク（基地局装置→移動局装置）伝送のピーク伝送速度
１Ｇｂｐｓを達成するために、最大８ストリームを空間多重可能なシングルユーザＭＩＭ
Ｏ（ＳＵ－ＭＩＭＯ）が検討されている。ＳＵ－ＭＩＭＯは複数送信アンテナを有する基
地局装置と複数受信アンテナを有する単一移動局装置とのＭＩＭＯ伝送である。
【０００４】
　しかし、移動局装置に配置できる受信アンテナ数には限りがある。そこで、同時接続す
る複数移動局装置を仮想的な大規模アンテナアレーとみなし、基地局装置から各移動局装
置への送信信号を空間多重させるマルチユーザＭＩＭＯ（ＭＵ－ＭＩＭＯ）の採用が周波
数利用効率の改善に必須と考えられており、既にＬＴＥ　Ｒｅｌｅａｓｅ８（Ｒｅｌ．８
）においてＭＵ－ＭＩＭＯが仕様化されている。Ｒｅｌ．８で採用されているＭＵ－ＭＩ
ＭＯは、線形フィルタを基地局装置にて乗算するビームフォーミングと呼ばれる方式であ
る。線形フィルタを用いる線形ＭＵ－ＭＩＭＯは、Ｒｅｌ．９以降のシステムにおいても
、採用が有力視されている。
【０００５】
　ところで、下りリンク線形ＭＵ－ＭＩＭＯ技術では、基地局装置と移動局装置間の伝搬
路情報（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔａｔｅ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ（ＣＳＩ））を基地局装
置が把握している必要がある。上りリンク（移動局装置→基地局装置）伝送と下りリンク
伝送とで搬送波周波数が異なる周波数分割複信（ＦＤＤ）方式を複信方式として採用して
いる場合、ＣＳＩは移動局装置が基地局装置にフィードバックする必要がある。
【０００６】
　また、上下リンクで同じ搬送波周波数を用いる時間分割複信（ＴＤＤ）方式では、伝搬
路の双対性を生かして基地局装置側でＣＳＩを直接推定することも出来るが、基地局装置
と移動局装置間でアンテナのキャリブレーションが必要となることから、ＴＤＤ方式にお
いてもＦＤＤ方式と同様に、ＣＳＩのフィードバックが必要となることがある。これまで
にいくつかのＣＳＩのフィードバック方式が検討されており、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩ
フィードバック方式とＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式が代表的な方法とし
て知られている。
【０００７】
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　Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式は伝搬路情報そのものではなく、伝搬路
情報を暗示する情報を通知している。Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式のひ
とつに、ＬＴＥ　Ｒｅｌ．８で採用されているフィードバック方式がある。
【０００８】
　ＬＴＥ　Ｒｅｌ．８において、移動局装置は推定したＣＳＩに基づいて、基地局装置が
自局宛の送信信号に乗算してほしい送信線形フィルタを算出する。そして移動局装置と基
地局装置とで共有している複数の線形フィルタが記載されているコードブックの中から、
先に算出した送信線形フィルタと最も酷似した線形フィルタを抽出し、その番号を基地局
装置に通知している。
【０００９】
　つまり、移動局装置が推定した伝搬路情報そのものを通知するのではなく、推定された
伝搬路情報から、移動局装置が所望する送信符号化処理（プリコーディング）方法を基地
局装置に通知していると言える。Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式に基づい
た線形ＭＵ－ＭＩＭＯについては、例えば非特許文献１に記載されている。
【００１０】
　一方で、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式は伝搬路情報そのものを明示す
る情報を通知する方式である。具体的には、移動局装置が推定したＣＳＩそのもの、又は
推定されたＣＳＩを量子化したのち、自局に対して最も望ましい量子化点を基地局装置に
通知する方法が提案されている。Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩがフィードバックされている
場合、プリコーディング方法は基地局装置が能動的に決定することも可能となる。Ｅｘｐ
ｌｉｃｉｔｉ　ＣＳＩフィードバック方式に基づいた線形ＭＵ－ＭＩＭＯについては、例
えば非特許文献１及び非特許文献２に具体例が示されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】3GPP R1-100501, NTT DOCOMO, “Performance of DL MU-MIMO based on
 implicit feedback scheme in LTE-Advanced,” Jan. 2010.
【非特許文献２】3GPP R1-094242, NTT DOCOMO, “Investigation on enhanced DL MU-MI
MO processing based on channel vector quantization for LTE-Advanced,” Oct. 2009
.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　ここで、ＬＴＥ　Ｒｅｌ．８では、比較的簡易な手法であり、かつオーバーヘッドが小
さいという特徴を有していることから、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式が
採用されており、現在のところ、その発展版であるＬＴＥ　Ｒｅｌ．９やＬＴＥ　Ｒｅｌ
．１０（ＬＴＥ　Ｒｅｌ．１０のことをＬＴＥ－Ａと呼ぶこともある）でもＩｍｐｌｉｃ
ｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式の採用が決定、もしくは有力視されている。
【００１３】
　また、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩに基づいて行われる線形ＭＵ－ＭＩＭＯでは、周波数
利用効率の改善には限界があるから、ＬＴＥ　Ｒｅｌ．１１以降を含めて、将来的にはＩ
ｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式以外のフィードバック方式が採用される可能
性は非常に高いと言える。
【００１４】
　しかし、ＬＴＥ　Ｒｅｌ．１１以降にＩｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩではないフィードバッ
ク方式として、例えばＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩフィードバック方式が採用された場合に
、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動局装置（第１移動局装置とも呼ぶ
こととする）とＩｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動局装置（第２移動局
装置とも呼ぶこととする）とが混在することになる。
【００１５】
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　ここで、これまでに提案されているＭＵ－ＭＩＭＯは、総ての移動局装置が第１移動局
装置である場合（図１１（ａ））や、総ての移動局装置が第２移動局装置である場合（図
１１（ｂ））を考えており、第１移動局装置と第２移動局装置とが混在して基地局装置と
接続している場合（図１１（ｃ））においては、第１移動局装置と第２移動局装置とを空
間多重することが出来ないといった問題があった。
【００１６】
　また、既に提案されている方式により、第１移動局装置同士だけ、もしくは第２移動局
装置同士だけを空間多重することは出来るが、ユーザスケジューリング等に制限が発生し
てしまい、周波数利用効率の改善にも限界を与えてしまう。
【００１７】
　よって、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動局装置とＩｍｐｌｉｃｉ
ｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動局装置同士を空間多重させることが望ましいが、こ
の両者を同一無線リソースにおいて空間多重する方法は発明されていないのが実情であっ
た。
【００１８】
　このように、ＣＳＩのフィードバック方式が異なる移動局装置が混在する場合に、両者
を同一無線リソースにおいて空間多重することが出来ない。このことは周波数利用効率の
改善に限界を与えてしまうことを意味している。
【００１９】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであり、下りリンクＭＵ－ＭＩＭＯ伝
送において、ＣＳＩのフィードバック方式が異なる複数の移動局装置を同一無線リソース
に空間多重できる新しい空間多重技術を実現する無線通信システム等を提供することを目
的としている。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　上述した課題に鑑み、本発明の無線通信システムは、
　複数のアンテナを有する基地局装置と、少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動
局装置とを含む無線通信システムであって、
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得し、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
ディングを行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信し、
　前記移動局装置は、
　前記プリコーディング後の信号を受信し、前記伝搬路情報に基づいて、多重された移動
局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出することを特徴とする。
【００２１】
　また、本発明の無線通信システムは、
　前記複数の移動局装置として第１移動局装置と、第２移動局装置とが含まれており、
　前記第１移動局装置は、第１伝搬路情報形式に基づいて、前記基地局装置との間の伝搬
路情報を前記基地局装置に通知し、
　前記第２移動局装置は第２伝搬路情報形式に基づいて、前記基地局装置との間の伝搬路
情報を前記基地局装置に通知することを特徴とする。
【００２２】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記第１伝搬路情報形式は、前記基地局装置と前記移動局装置との間の伝搬路情報を明
示する情報形式であり、
　前記基地局装置と前記移動局装置との間の複素伝搬路行列、前記基地局装置と前記移動
局装置との間の複素伝搬路行列の共分散行列、前記基地局装置と前記移動局装置との間の
複素伝搬路行列と前記移動局装置で適用される受信フィルタ行列との行列積で表現される
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複合伝搬路行列のいずれかの情報であることを特徴とする。
【００２３】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記第２伝搬路情報形式は前記基地局装置と前記移動局装置と間の伝搬路情報を暗示す
る情報形式であり、
　前記移動局装置が前記基地局装置に要求するプリコーディングに関連付けられた制御情
報であることを特徴とする。
【００２４】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記プリコーディングに関連付けられた制御情報は、前記基地局装置と前記移動局装置
の間で既知のコードブックに含まれる複数の線形フィルタから、前記移動局装置が要求す
る線形フィルタを前記基地局装置に通知するための制御情報であることを特徴とする。
【００２５】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を前記異なる複数の伝搬路情報形式のいずれ
か一つに基づいて取得し、
　前記伝搬路情報に基づいて第１線形フィルタを生成し、前記伝搬路情報と前記第１線形
フィルタに基づいて前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコーディングを
行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信し、前記第１線形フィルタに関
連付けられた制御情報を前記移動局装置宛に通知することを特徴とする。
【００２６】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記第１線形フィルタは、前記プリコーディング後の信号を送信するのに要求される送
信電力を最小にする規範、または前記無線通信システムの通信容量を最大とする規範のい
ずれかの規範に基づき決定されることを特徴とする。
【００２７】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記制御情報は、前記基地局装置と前記移動局装置の間で既知のコードブックに含まれ
る複数の線形フィルタから、前記第１線形フィルタを前記基地局装置から前記移動局装置
に通知するための制御情報であることを特徴とする。
【００２８】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記基地局装置は、前記複数の移動局装置における伝搬路情報を前記異なる複数の伝搬
路情報形式のいずれか一つに基づいて取得し、
　前記伝搬路情報と、更に前記第１伝搬路情報形式から算出される伝搬路行列が有する複
数の固有値にそれぞれ関連付けられた複数の第二の線形フィルタに基づいて、前記複数の
移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコーディングを行い、前記プリコーディング後
の信号を空間多重して送信し、
　前記基地局装置は前記第２線形フィルタに関連付けられた制御情報を前記移動局装置宛
に通知することを特徴とする。
【００２９】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記基地局装置は、前記複数の第２線形フィルタから前記プリコーディングに用いる線
形フィルタを決定することによって、利用するアンテナポートを決定することを特徴とす
る。
【００３０】
　また、本発明の無線通信システムにおいて、
　前記プリコーディングはＭｏｄｕｌｏ演算を含む非線形信号処理であることを特徴とす
る。



(8) JP 2012-114607 A 2012.6.14

10

20

30

40

50

【００３１】
　本発明の基地局装置は、
　少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動局装置を含む無線通信システムに接続さ
れる複数のアンテナを有する基地局装置であって、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得する伝搬路情報取得部と、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
ディングを行うプリコーディング部と、
　前記移動局装置が、前記プリコーディング後の信号を受信した場合に、前記伝搬路情報
に基づいて、多重された移動局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出可能なプリコー
ディング後の信号を空間多重して送信する送信部と、
　を備えることを特徴とする。
【００３２】
　本発明の移動局装置は、
　複数のアンテナを有する基地局装置と、少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動
局装置とを含む無線通信システムに接続される移動局装置であって、
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得する伝搬路情報取得部と、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
ディングを行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信する送信部と、
　を備え、
　前記移動局装置は、
　前記プリコーディング後の信号を受信し、前記伝搬路情報に基づいて、多重された移動
局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出する検出部を備えることを特徴とする。
【００３３】
　本発明の無線通信システムにおける通信方法は、
　複数のアンテナを有する基地局装置と、少なくとも一つのアンテナを有する複数の移動
局装置とを含む無線通信システムにおける通信方法であって、
　前記基地局装置は、
　前記複数の移動局装置における伝搬路情報を異なる複数の伝搬路情報形式のいずれか一
つに基づいて取得するステップと、
　前記伝搬路情報に基づいて、前記複数の移動局装置宛のデータ信号にそれぞれプリコー
ディングを行い、前記プリコーディング後の信号を空間多重して送信するステップと、
　を有し、
　前記移動局装置は、
　前記プリコーディング後の信号を受信し、前記伝搬路情報に基づいて、多重された移動
局装置宛の信号から所望のデータ信号を検出するステップを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明によれば、下りリンクＭＵ－ＭＩＭＯ伝送において、ＣＳＩのフィードバック方
式が異なる複数の移動局装置を同一無線リソースに空間多重できる無線通信システム等を
実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明を適用した場合における無線通信システムの概要を説明するための図であ
る。
【図２】第１実施形態における基地局装置の構成を説明するための図である。
【図３】第１実施形態におけるＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部の構成を説明するための図である。
【図４】第１実施形態における第１移動局装置の構成を説明するための図である。
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【図５】第１実施形態における第２移動局装置の構成を説明するための図である。
【図６】第２実施形態における基地局装置の構成を説明するための図である。
【図７】第２実施形態におけるＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部の構成を説明するための図である。
【図８】第２実施形態における移動局装置の構成を説明するための図である。
【図９】第３実施形態におけるＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部の構成を説明するための図である。
【図１０】第４実施形態におけるＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部の構成を説明するための図である
。
【図１１】従来における無線通信システムを説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための最良の形態について説明する。まず、図
１は本発明を適用した場合における移動通信システムの概要を示した図である。移動通信
システム１には、基地局装置１０に、第１移動局装置２０と、第２移動局装置３０とが接
続されている。以下、本移動通信システム１における各実施形態について説明する。
【００３７】
　〔第１実施形態〕
　本発明による第１実施形態では、Ｎｔ本の送信アンテナを有する基地局装置１０（送信
装置とも呼ぶ）に対して、Ｎｒ本の受信アンテナを有する複数の移動局装置（受信装置、
移動端末とも呼ぶ）が接続している通信を対象とするが、同一無線リソースにおいて空間
多重される最大移動局装置数Ｕは２とする。
【００３８】
　ただし、Ｎｔ≧Ｒ×Ｕ（Ｒは後述するランク数）が満たされる限りの数だけの空間多重
を行うことが出来るため、同一無線リソースにおいて空間多重される移動局装置数は２に
限ったものではない。
【００３９】
　また、以下の説明では、簡単のため、各移動局装置には１データストリームだけを通信
している状況を想定しているが、各ユーザの移動局装置が有する受信アンテナ数だけのデ
ータストリームを同時に伝送することも可能である。
【００４０】
　また、各移動局装置が有する受信アンテナ数はそれぞれ異なる数でも良く、もちろん各
移動局装置に送信するデータストリーム数も異なっていて良い。以降では、移動局装置あ
たりに基地局装置が送信しているデータストリーム数のことを「ランク数」と呼び、Ｒ個
のデータストリームを伝送している場合には、ランクＲの伝送を行っていると呼ぶことと
する。
【００４１】
　複数の移動局装置は、異なる方法（形式）によりＣＳＩをフィードバックしている。以
下では、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動局装置を第１移動局装置２
０（受信装置）とし、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動局装置を第２
移動局装置３０（受信装置）とする。
【００４２】
　Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩの両方をフィードバックできる
端末が存在する場合、この端末は第１移動局装置２０とみなしても良いし、第２移動局装
置３０とみなしても良い。なお、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩ
の具体例については後述する。以下ではＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩを第一の伝搬路情報形
式、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩを第二の伝搬路情報形式とも呼ぶこととする。
【００４３】
　［基地局装置の構成］
　図２は本実施形態に係る基地局装置１０の構成を示している。ここでは、空間多重され
る移動局装置は第１ユーザ及び第２ユーザが利用しているものであり、第１ユーザは第１
移動局装置２０を利用し、第２ユーザは第２移動局装置３０を利用しているものとする。
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そして、各移動局装置からのデータ系列がそれぞれ入力される。
【００４４】
　各移動局装置宛の送信データは、チャネル符号化部１０２（１０２ａ、１０２ｂ）及び
データ変調部１０４（１０４ａ、１０４ｂ）に入力され、チャネル符号化及びデータ変調
が行われる。例えば、図２においては、チャネル符号化部１０２ａ、データ変調部１０４
ａに第１移動局装置２０からのデータ系列が入力され、チャネル符号化部１０２ｂ、デー
タ変調部１０４ｂに第２移動局装置３０からのデータ系列が入力されることとなる。
【００４５】
　なお、各移動局装置宛の送信データに適用されるチャネル符号化率及びデータ変調方式
は、事前に各移動局装置より通知される各移動局装置の受信品質に関連付けられた制御情
報に基づいて、既に決定されているものとする。
【００４６】
　データ変調部１０４からの出力は参照信号多重部１０６（１０６ａ、１０６ｂ）に入力
され、各移動局装置において伝搬路推定を行うための既知参照信号系列が参照信号多重部
１０６において多重される。
【００４７】
　なお、各移動局装置宛の参照信号については、受信した移動局装置において分離可能な
ように、それぞれが直交するように多重されるものとする。以下の説明では、参照信号は
任意の無線リソースに理想的に配置されたものとし、移動局装置では上記既知参照信号系
列により、理想的に伝搬路推定が行われるものとする。参照信号多重部１０６の出力は、
Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部１０８に入力される。
【００４８】
　ここで、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部１０８の詳細な構成について図３を用いて説明する。図
３に示すように、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部１０８は、線形フィルタ生成部１０８２と、線形
フィルタ乗算部１０８４とを含んで構成されている。
【００４９】
　ここで、参照信号多重部１０６より出力される第１移動局装置２０及び第２移動局装置
３０の送信シンボルをｄ１及びｄ２とし、送信シンボルベクトルｄをｄ＝［ｄ１、ｄ２］
Ｔと定義する。
【００５０】
　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部１０８では、はじめにＣＳＩ取得部１２４において取得された第
１移動局装置２０及び第２移動局装置３０のＣＳＩ（伝搬路情報）が線形フィルタ生成部
１０８２に入力され、線形フィルタが生成される。
【００５１】
　ここで、線形フィルタ生成部１０８２に入力されるＣＳＩについて説明する。第１移動
局装置２０より通知されるＣＳＩは、伝搬路情報を明示的に表すＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳ
Ｉという伝搬路情報形式に基づいたＣＳＩであるが、ここでは、基地局装置１０と第１移
動局装置２０との間の伝搬路行列Ｈ１に、第１移動局装置２０において受信信号に乗算さ
れる受信フィルタｗｒ、１との行列積で表されるｈｅｆｆ、１＝ｗｒ、１×Ｈ１が通知さ
れるものとする。
【００５２】
　今、第１移動局装置２０にはランク１伝送を行っているから、受信フィルタｗｒ、１は
（１×Ｎｒ）の行ベクトルとなるが、ランク数Ｒの伝送を行っている場合には受信フィル
タｗｒ、１は（Ｒ×Ｎｒ）の行列となる。伝搬路行列Ｈ１は（Ｎｒ×Ｎｔ）の行列である
から、ランク数Ｒの伝送を行っている場合、通知される情報であるｈｅｆｆ、１は（Ｒ×
Ｎｔ）の行列となる。
【００５３】
　一方で、第２移動局装置３０より通知されるＣＳＩは伝搬路情報を暗示的に表すＩｍｐ
ｌｉｃｉｔ　ＣＳＩという伝搬路情報形式に基づいたものである。本実施形態では、ＬＴ
Ｅ　Ｒｅｌ．８と同様に、第２移動局装置３０が、基地局装置１０に要求する線形送信フ
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ィルタｗｔ、２が入力されるものとする。第１移動局装置２０と同様にランク１の伝送を
行っている場合、線形送信フィルタｗｔ、２は（Ｎｔ×１）の列ベクトルである。
【００５４】
　基地局装置１０の線形フィルタ生成部１０８２では、各移動局装置より通知された情報
より、各移動局装置と基地局装置間の伝搬路情報を推定し、所望の線形フィルタを生成す
る必要がある。これまでに開示されている方法は、各移動局装置より通知される伝搬路情
報のフィードバック方法が同一で有る場合に限られている。例えば、全移動局装置がＩｍ
ｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックしている場合などである。
【００５５】
　本実施形態では、各移動局装置からＣＳＩについて異なる伝搬路情報形式でフィードバ
ックされている場合を想定し、以下では、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとＥｘｐｌｉｃｉｔ
　ＣＳＩとが混在してフィードバックされてきた場合の伝搬路の推定方法及び線形フィル
タの生成方法を新たに開示している。
【００５６】
　また、基地局装置１０の線形フィルタ生成部１０８２では、第１移動局装置２０の伝搬
路については、第１移動局装置２０より通知されたｈｅｆｆ、１をそのまま第１移動局装
置２０のＣＳＩとみなす。
【００５７】
　第２移動局装置３０については、通知されたｗｔ、２にエルミート転置処理を与えたｗ

ｔ、２
Ｈを伝搬路とみなす。以上のように伝搬路情報を推定することにより、見掛け上の

伝搬路行列を定義できる。この見掛け上の伝搬路行列をＨｅｆｆとしたとき、Ｈｅｆｆは
次式（１）のように表すことが出来る。
【数１】

　「Ｈｅｆｆ」は基地局装置１０にて推定された伝搬路情報（ｈｅｆｆ、１やｗｔ、２
Ｈ

）を列方向に結合することにより算出される。
【００５８】
　これは同時アクセスユーザ数が３以上となったり、各移動局装置に対して２ランク以上
の伝送を行ったりする場合にも同様である。また、本実施形態では、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　
ＣＳＩとＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとの２つのフィードバック方法を対象としているが、
これら２つのフィードバック方法とは異なるフィードバック方法を用いる移動局装置が存
在する場合も考えられる。
【００５９】
　その場合にも、その移動局装置からフィードバックされたＣＳＩに適切な処理を施した
後、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩといったフィードバック方法
を用いる移動局装置のＣＳＩと式（１）に示すような列方向の結合を行うことにより、等
価的な伝搬路行列を算出することができる。算出された等価伝搬路行列Ｈｅｆｆより、次
式（２）のように線形フィルタＷｅｆｆを算出する。
【数２】

　ここで「Ａ＋」は行列Ａの一般逆行列を表す。
【００６０】
　式（２）で表される線形フィルタは移動局装置にて観測されるユーザ間干渉（ＩＵＩ）
が発生しないようにするＺｅｒｏ－ｆｏｒｃｉｎｇ（ＺＦ）規範に基づいている。
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【００６１】
　ＺＦ規範ではなく、受信信号と送信信号との平均二乗誤差を最小にするＭｉｎｉｍｕｍ
　ｍｅａｎ　ｓｑｕａｒｅ　ｅｒｒｏｒ（ＭＭＳＥ）規範や、ある移動局装置宛の送信信
号が他の移動局装置に与える与干渉電力（Ｌｅａｋａｇｅ　ｐｏｗｅｒ）を最小とするＳ
ｉｇｎａｌ－ｔｏ－ｌｅａｋａｇｅ　ｐｏｗｅｒ　ｒａｔｉｏ（ＳＬＲ）規範や、所望信
号電力と与干渉＋受信雑音電力の比を最大とするＳｉｇｎａｌ－ｔｏ－ｌｅａｋａｇｅ　
ｐｌｕｓ　ｎｏｉｓｅ　ｐｏｗｅｒ　ｒａｔｉｏ（ＳＬＮＲ）規範に基づいて線形フィル
タを生成しても良い。
【００６２】
　線形フィルタ生成部１０８２で生成された線形フィルタＷｅｆｆは線形フィルタ乗算部
１０８４に入力され、線形フィルタ乗算部１０８４において、参照信号多重部１０６から
入力された送信シンボルベクトルｄにＷｅｆｆが乗算され、送信信号ベクトルｓ＝［ｓ１

、．．．、ｓＮｔ］Ｔが生成され、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部出力として無線送信部１１０に
出力される。なお、ｓｎは第ｎ送信アンテナより送信される送信信号を表す。ｓは次式で
与えられる。
【数３】

【００６３】
　なお、送信信号ベクトルを生成する場合には、ｓの送信に要求される送信電力が、所定
の送信電力を超えないように電力の正規化が併せて行われる。
【００６４】
　図２に戻り、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部１０８から出力されたＰｒｅｃｏｄｅｉｎｇ部出力
信号は、各送信アンテナの無線送信部１１０に入力される。無線送信部１１０において、
ベースバンド帯の送信信号が無線周波数（ＲＦ）帯の送信信号に変換される。無線送信部
１１０の出力信号は、送信アンテナ１１２より送信される。
【００６５】
　また、ＣＳＩ取得部１２４においては、各移動局装置より通知される情報より、Ｐｒｅ
ｃｏｄｉｎｇ部１０８の線形フィルタ生成部１０８２に入力される伝搬路情報を取得する
が、具体的な方法は後述する。
【００６６】
　［移動局装置の構成］
　続いて、移動局装置の構成について図を用いて説明する。移動局装置としては、第１移
動局装置２０を図４に、第２移動局装置３０を図５に表す。
【００６７】
　ここで、第１ユーザが利用する第１移動局装置２０、第２ユーザが利用する第２移動局
装置３０の２つの移動局装置の信号処理は、フィードバック情報生成部及び伝搬路補償部
を除き同一の構成であるから、フィードバック情報生成部及び伝搬路補償部を除く構成部
については同一の符号を付し説明は統一して行うこととする。
【００６８】
　移動局装置は、アンテナ数（Ｎｔ本）に対応するアンテナ部と、伝搬路補償部２１０（
図４の第１移動局装置２０においては第１伝搬路補償部２１０ａ、図５の第２移動局装置
３０においては第２伝搬路補償部２１０ｂ）と、データ変調部２１２と、チャネル復号部
２１４と、フィードバック情報生成部２２０（図４の第１移動局装置２０においては第１
フィードバック情報生成部２２０ａ、図５の第２移動局装置３０においては第２伝搬路補
償部２２０ｂ）とを備えて構成されている。また、アンテナ部は、アンテナ２０２と、無
線受信部２０４と、参照信号分離部２０６と、伝搬路推定部２０８と、無線送信部２３０
とを有して構成されている。
【００６９】
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　移動局装置では、各受信アンテナ２０２で受信された信号が対応する無線受信部２０４
に入力され、ベースバンド帯の信号に変換される。ベースバンド帯に変換された信号は、
参照信号分離部２０６に入力される。参照信号分離部２０６では、受信信号はデータ系列
と既知参照信号系列とに分離され、データ系列は伝搬路補償部２１０に入力され、既知参
照信号系列は伝搬路推定部２０８に入力される。
【００７０】
　伝搬路推定部２０８では、入力された既知参照信号系列を用いて伝搬路推定が行われる
。各移動局装置宛の既知参照信号系列はそれぞれ直交するように基地局装置１０より送信
されているから、第１移動局装置２０では、伝搬路行列Ｈ１を、第２移動局装置３０では
、伝搬路行列Ｈ２を推定することができる。推定された伝搬路行列はそれぞれ伝搬路補償
部２１０及びフィードバック情報生成部２２０に入力される。
【００７１】
　フィードバック情報生成部２２０では、各移動局装置がフィードバックする伝搬路情報
形式に応じて、基地局装置１０にフィードバックする情報を生成する。
【００７２】
　第１ユーザが利用する第１移動局装置２０は、伝搬路情報を明示的に表す情報形式で伝
搬路情報をフィードバックする。初めに、伝搬路推定部２０８より出力された伝搬路情報
Ｈ１は第１フィードバック情報生成部２２０ａに入力される。
【００７３】
　第１フィードバック情報生成部２２０ａでは、入力された伝搬路行列Ｈ１に、第１伝搬
路補償部２１０ａにおいて乗算される受信フィルタｗｒ、１が乗算されたｗｒ、１×Ｈ１

を基地局装置１０に通知する情報として出力する。
【００７４】
　出力された情報は無線送信部２３０に入力され、基地局装置１０に通知されることにな
る。ここで、受信フィルタｗｒ、１については、第１移動局装置２０が任意に設定できる
。例えば、ＭＭＳＥ規範に基づく線形フィルタを用いるようにしても良い。
【００７５】
　なお、実際にｗｒ、１×Ｈ１を基地局装置１０に通知するには、通知する情報であるｗ

ｒ、１×Ｈ１を有限ビット長の情報に量子化したのち、その情報を直接通知しても良いし
、基地局装置１０と第１移動局装置２０との間で予め所定のコードブックを共有しておき
、推定された伝搬路情報と最も近いコードの番号を基地局装置１０に通知するようにして
も良い。上記方法に限らず、基地局装置１０がｗｒ、１×Ｈ１を把握できるのであれば、
第１移動局装置２０はどのような方法により第１伝搬路情報形式に基づく伝搬路情報を基
地局装置１０に通知しても良い。
【００７６】
　第１移動局装置２０が通知しているＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩは伝搬路情報そのもので
あるから、もし、総ての移動局装置が第１移動局装置２０の方式であれば、基地局装置１
０は、通知された情報から独自にプリコーディングの方法を決定することが出来る。つま
り、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩという伝搬路情報形式でフィードバックするということは
、基地局装置１０が単独でプリコーディングの方法を決定するに足る情報をフィードバッ
クすることであると言え、プリコーディングの方法は基地局装置１０が能動的に決定する
ことが出来る。
【００７７】
　一方、第２ユーザが利用する第２移動局装置３０は、伝搬路情報を暗示的に表す情報形
式で伝搬路情報をフィードバックする。第２フィードバック情報生成部２１０ｂには第１
移動局装置２０と同様に、伝搬路推定部２０８より出力された伝搬路情報Ｈ２が入力され
る。
【００７８】
　第２フィードバック情報生成部２１０ｂでは、入力された伝搬路情報Ｈ２に基づいて、
自局にとって望ましい線形送信フィルタｗｔ、２を基地局装置１０に通知する情報として
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出力する。ランク１の伝送を仮定している第１実施形態においては、||Ｈ２×ｗｔ、２||
２が最大となる送信フィルタｗｔ、２を基地局装置１０に通知する（ここで「||ａ||」は
ベクトルａのノルム演算を表す）。
【００７９】
　これは、もし基地局装置１０と通信しているのが第２移動局装置３０だけであった場合
に、第２移動局装置３０の受信信号対雑音電力比（ＳＮＲ）を最大と出来るような送信フ
ィルタを基地局装置１０に通知していることになる。
【００８０】
　なお、実際に送信フィルタを基地局装置１０に通知するには、通知する情報であるｗｔ

、２を有限ビット長の情報に量子化したのち、その情報を直接通知しても良いし、基地局
装置１０と第２移動局装置３０との間で予め所定のコードブックを共有しておき、要求す
る線形フィルタｗｔ、２と最も酷似しているコードの番号を基地局装置１０に通知しても
良い。
【００８１】
　コードブックによる方法は、例えばＬＴＥ　Ｒｅｌ．８にて採用されているＰｒｅｃｏ
ｄｉｎｇ　ｍａｔｒｉｘ　ｉｎｄｉｃａｔｏｒ（ＰＭＩ）を通知する方法で実現しても良
い。上記方法に限らず、基地局装置１０がｗｔ、２を把握できるのであれば、第２移動局
装置３０はどのような方法により第２伝搬路情報形式に基づく伝搬路情報を基地局装置１
０に通知しても良い。
【００８２】
　第２移動局装置３０が通知しているＩｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩは、伝搬路情報そのもの
ではなく、基地局装置１０に行ってほしいプリコーディング方法に関する情報（本実施形
態においては、基地局装置１０が自局宛の信号に対して乗算してほしい線形フィルタの情
報）である。
【００８３】
　そのため、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩがフィードバックされている場合と異なり、Ｉｍ
ｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩがフィードバックされた基地局装置１０は、移動局装置からの要求
に沿ったプリコーディングを行う必要がある。つまり、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩという
伝搬路情報形式でフィードバックするということは、移動局装置が能動的に基地局装置１
０で行われるプリコーディング方式を決定していると言える。
【００８４】
　ところで、送信電力を一定にするという制約条件のもとで||Ｈ２×ｗｔ、２||２を最大
とする送信フィルタｗｔ、２は行列（Ｈ２

ＨＨ２）の最大固有値に対応する固有ベクトル
となることが知られている。
【００８５】
　本実施形態では、説明を簡単にするために、基地局装置１０は第２移動局装置３０より
通知される情報に基づき、（Ｈ２

ＨＨ２）の最大固有値に対応する固有ベクトルが送信フ
ィルタｗｔ、２として通知されてきたと把握できるものとして説明を行っている。
【００８６】
　しかし、例えば、コードブックを用いて送信フィルタｗｔ、２を基地局装置１０に通知
するような場合、実際のコードブックサイズは有限であるから、固有ベクトルそのものを
通知することは出来ない。
【００８７】
　このとき、式（２）で表されるＺＦフィルタを用いても、ＩＵＩを完全に抑圧すること
はできないが、コードブックのサイズを大きくしたり、基地局装置及び受信局装置が用い
る線形フィルタをＭＭＳＥ規範に基づく重みとしたりすることで残留ＩＵＩを抑圧するこ
とが可能である。
【００８８】
　なお、所定のコードブックにより線形フィルタｗｔ、２を基地局装置１０に通知する場
合、||Ｈ２×ｗｔ、２||２が最大となる送信フィルタｗｔ、２について、上記のように実
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際に固有ベクトルを求めるのではなく、コードブック記載の線形フィルタの中で、最も||
Ｈ２×ｗｔ、２||２を大きく出来る線形フィルタを抽出し、それを基地局装置に通知する
ようにしても良い。
【００８９】
　また、本実施形態で対象としているＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとＩｍｐｌｉｃｉｔ　Ｃ
ＳＩでは、フィードバックに要するビット数が異なることがある。これは、先に述べたよ
うに、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩは伝搬路情報そのものであり、例えば、ｈｅｆｆ、１の
各要素をそれぞれ数ビットで量子化してフィードバックするような場合には、送信アンテ
ナ数Ｎｔ×各要素のビット数が必要となるのに対し、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとして、
所定のコードブックの中から選択したコードの番号を通知する場合には、各コードを識別
できるだけのビット数があればよいためである。
【００９０】
　このように、本実施形態における２つのフィードバック方法は、フィードバック量（ビ
ット数）が異なる方法であると言える場合もある。
【００９１】
　以上説明したように、各移動局装置のフィードバック情報生成部２２０（第１フィード
バック情報生成部２２０ａ又は第２フィードバック情報生成部２２０ｂ）では、基地局装
置１０に通知すべき情報をそれぞれ異なる伝搬路情報形式に基づき生成する。生成された
情報は、無線送信部２３０に入力され、基地局装置１０に向けて通知される。
【００９２】
　基地局装置１０ではＣＳＩ取得部１２４において、通知されてきた情報から、それぞれ
の情報形式に基づいて、伝搬路情報（ｈｅｆｆ、１又はｗｔ、２）を取得し、取得された
伝搬路情報がＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部１０８の線形フィルタ生成部１０８２に入力されるこ
とになる。
【００９３】
　一方、受信データ系列については第１伝搬路補償部２１０ａ又は第２伝搬路補償部２１
０ｂに入力され、伝搬路推定部２０８より入力される伝搬路推定情報に基づいて算出され
る受信フィルタを乗算することにより、伝搬路補償が行われる。
【００９４】
　第１移動局装置２０の場合、第１伝搬路補償部２１０ａにおいては、基地局装置１０に
伝搬路情報を通知する際に算出した受信フィルタｗｒ、１をそのまま用いることで伝搬路
補償が出来る。また、残留ＩＵＩを考慮して再度受信フィルタを算出しても良い。例えば
ＭＭＳＥ規範に基づいた受信フィルタを用いる方法が考えられる。
【００９５】
　第２移動局装置３０の場合、第２伝搬路補償部２１０ｂでは基地局装置１０に通知した
線形送信フィルタｗｔ、２と既に推定済みの伝搬路情報Ｈ２に基づいて、ｗｒ、２＝（Ｈ

２×ｗｔ、２）Ｈを受信フィルタとして用いることで、受信ＳＮＲを最大にすることが出
来る。また、第１移動局装置２０と同様に、残留ＩＵＩを考慮した受信フィルタを別に算
出し、それを用いても良い。
【００９６】
　なお、各移動局装置が再度受信フィルタを算出する場合には、基地局装置１０が実際に
どのような線形フィルタを用いているか移動局装置が把握している必要がある場合もある
。そのような場合、基地局装置１０は、各移動局装置が伝搬路情報を推定するための既知
参照信号系列とは別の既知参照信号系列を送信するようにしても良い。
【００９７】
　このとき、別に送信する既知参照信号系列には、実際のデータ伝送に用いている線形フ
ィルタ（例えば式（２）記載のＺＦフィルタ）を乗算したのち伝送を行う。移動局装置は
、線形フィルタが乗算された既知参照信号系列に基づいて受信線形フィルタを再度算出す
るようにしても良い。
【００９８】
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　第１伝搬路補償部２１０ａ及び第２伝搬路補償部２１０ｂの出力は、データ復調部２１
２及びチャネル復号部２１４に入力され、データ復調、チャネル復号がそれぞれ適用され
たのち、各移動局装置宛の送信データが検出される。
【００９９】
　本実施形態においては、伝送方式（もしくはアクセス方式）については制限を与えてい
ない。例えば、ＬＴＥの下りリンク伝送に採用されている直交周波数分割多重アクセス（
ＯＦＤＭＡ）方式に適用することも可能である。この場合は、サブキャリア毎に本実施形
態を適用すれば良く、また複数サブキャリアを一纏めとしたリソースブロック毎に本実施
形態を適用しても良い。
【０１００】
　同様に、シングルキャリアベースのアクセス方式（例えばシングルキャリア周波数分割
多重アクセス（ＳＣ－ＦＤＭＡ）方式など）に適用することも可能であり、周波数成分毎
に適用しても良いし、送信電力の強調を回避するために、全周波数帯域に渡って同一のプ
リコーディングを行うようにしても良い。
【０１０１】
　本実施形態により、異なる情報形式によりＣＳＩをフィードバックする移動局装置が混
在する場合でも、下りリンクＭＵ－ＭＩＭＯ伝送を実現することが可能となる。このこと
は現行のＬＴＥシステムに対して、将来的にＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバック
する移動局装置が混在するような場合でも、既に存在するＩｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフ
ィードバックする移動局装置とも問題無く下りリンクＭＵ－ＭＩＭＯ伝送を実現できるこ
とを示唆しており、後方互換性を有しながら優れた周波数利用効率を達成することが可能
となる。
【０１０２】
　〔第２実施形態〕
　続いて第２実施形態について説明する。ここで、第２実施形態は、第１実施形態で説明
した構成要素には同一の符号を付すこととし、その詳細な説明を省略する。
【０１０３】
　第１実施形態においては、基地局装置１０はＩｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバッ
クする移動局装置とＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動局装置とを空間
多重する際に、各移動局装置から通知される情報にのみ基づいて空間多重を行っていた。
【０１０４】
　通常、線形演算に基づく下りリンクＭＵ－ＭＩＭＯでは空間多重に適したユーザ同士を
組み合わせて空間多重を行う。具体的には、式（２）で示されている、線形フィルタＷｅ

ｆｆが直交行列に近くなるような移動局装置を組み合わせたり、所要送信電力が少なくて
済む移動局装置の組み合わせを探索し、空間多重を行ったりする。
【０１０５】
　しかし、基地局装置１０に接続している移動局装置数や各移動局装置の位置関係によっ
ては、いずれの移動局装置の組み合わせでも線形フィルタＷｅｆｆが直交行列とはならな
い状況が発生する。第２実施形態では、線形フィルタＷｅｆｆをより直交行列とし易くす
る方法を示している。
【０１０６】
　第２実施形態でも、第１実施形態と同様に、Ｎｔ本の送信アンテナを有する基地局装置
１２（図６）に対して、Ｎｒ本の受信アンテナを有する２つの移動局装置（第１移動局装
置２２（図８）及び第２移動局装置３２とする）が同一無線リソースにおいて空間多重さ
れる場合を考える。そして第１ユーザが第１移動局装置２２を利用し、第２ユーザが第２
移動局装置３２を利用するものとする。
【０１０７】
　［基地局装置の構成］
　第２実施形態に係る基地局装置１２を図６に示す。各移動局装置宛の送信データは、チ
ャネル符号化部１０２及びデータ変調部１０４に入力されたのち、移動局装置において伝
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搬路推定を行うための既知参照信号系列が参照信号多重部１０６において多重される。
【０１０８】
　なお、参照信号については、移動局装置において、分離可能なように多重される。以下
の説明では、参照信号は任意の無線リソースに理想的に配置されたものとし、移動局装置
では上記既知参照信号系列により、理想的に伝搬路推定が行われるものとする。また、第
１実施形態と同様に、後述する方法で算出される線形フィルタが乗算された既知参照信号
系列を別に送信するようにしても良い。参照信号多重部１０６の出力はＰｒｅｃｏｄｉｎ
ｇ部３０８に入力される。
【０１０９】
　図７は第２実施形態に係るＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部３０８の構成を示している。Ｐｒｅｃ
ｏｄｉｎｇ部３０８では、はじめにＣＳＩ取得部１２４において取得された第１移動局装
置２２及び第２移動局装置３２のＣＳＩが線形フィルタ生成部３０８２に入力され、線形
フィルタが生成される。
【０１１０】
　線形フィルタ生成部３０８２に入力されるＣＳＩについて説明する。第１移動局装置２
２より通知されるＣＳＩは伝搬路情報を明示的に表すＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩに基づい
ているが、ここでは、第１実施形態とは異なり、基地局装置１２と第１移動局装置２２と
の間の伝搬路行列Ｈ１そのものが通知されているものとする。
【０１１１】
　一方で、第２移動局装置３２より通知されるＣＳＩは第２移動局装置３０と同様に、第
２移動局装置３２が基地局装置１２に要求する線形送信フィルタｗｔ、２が入力されるも
のとする。第１実施形態でも述べたが、ｗｔ、２はＨ２

ＨＨ２の最大固有値に対応する固
有ベクトル、もしくはそれに酷似したベクトルであるものとして以下の説明は行う。
【０１１２】
　基地局装置１２の線形フィルタ生成部３０８２では、各移動局装置より通知された情報
より、各移動局装置と基地局装置１２との間の伝搬路情報を推定する。第２移動局装置３
２については、第１実施形態と同様に通知されたｗｔ、２にエルミート転置を与えたｗｔ

、２
Ｈを伝搬路とみなす。

【０１１３】
　一方、第１移動局装置２２の伝搬路については、第１移動局装置２２より通知されたＨ

１に任意の線形フィルタｗ１（第１線形フィルタ）を乗算することにより得られるｈｅｆ

ｆ、１＝ｗ１×Ｈ１を伝搬路と見なす。以上のように伝搬路情報を推定することにより、
見掛け上の伝搬路行列Ｈｅｆｆを次式（４）のように表すことが出来る。
【数４】

【０１１４】
　算出された等価伝搬路行列Ｈｅｆｆより、次式（５）のように線形フィルタＷｅｆｆを
算出する。
【数５】

【０１１５】
　式（５）は第１実施形態に用いたＺＦ規範に基づく線形フィルタである。もちろん第１
実施形態と同様にＭＭＳＥ規範などの別の規範に基づいて線形フィルタを算出しても良い
。
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【０１１６】
　ここで、第１移動局装置２２の伝搬路情報を推定する際に乗算した任意の線形フィルタ
ｗ１について説明する。第１実施形態においては、ｗ１は第１移動局装置２２が任意に定
める受信フィルタであったが、第２実施形態においては、ｗ１は基地局装置１２が決定す
る。
【０１１７】
　例えば、送信電力の増幅を抑えられる線形フィルタＷｅｆｆが生成されるような線形フ
ィルタをｗ１として決定する。所要送信電力はｔｒａｃｅ（ＷｅｆｆＷｅｆｆ

Ｈ）に比例
するから（ここで、「ｔｒａｃｅ（Ａ）」は行列Ａに対するトレース演算を表す）、送信
電力の増幅を抑えられる線形フィルタｗ１は次式（６）で示すような最小化問題を解くこ
とで算出することが出来る。
【数６】

　ここで、「ａｒｇｍｉｎｘ（ｆ（ｘ））」は評価関数ｆ（ｘ）を最小とするｘを選択す
る関数である。
【０１１８】
　なお、式（６）以外の規範に基づいて線形フィルタを算出しても良く、通信容量が最大
となるようなｗ１を選択するようにしても良い。また、予め複数の線形フィルタが記載さ
れたコードブックを準備しておき、コードブック記載の線形フィルタの中から、所要送信
電力を最も小さくできるものや、通信容量を最も大きくできるものを選択することで、線
形フィルタｗ１を決定しても良い。
【０１１９】
　線形フィルタ生成部３０８２からは、生成された線形フィルタＷｅｆｆが線形フィルタ
乗算部３０８４に入力される。また、算出されたｗ１は第１移動局装置２２の受信フィル
タｗｒ、１として第１移動局装置２２に通知するために、この後で生成される送信信号ベ
クトルとは別に制御情報生成部３３０に入力される。
【０１２０】
　線形フィルタ乗算部３０８４においては、送信シンボルベクトルｄに入力された線形フ
ィルタＷｅｆｆが乗算され、送信信号ベクトルｓが生成され、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部３０
８から出力される。
【０１２１】
　図６に戻り、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部３０８からの出力信号は、各アンテナ１１２に対応
する無線送信部１１０に入力される。無線送信部１１０において、ベースバンド帯の送信
信号が無線周波数（ＲＦ）帯の送信信号に変換される。無線送信部１１０の出力信号は、
各アンテナ１１２よりそれぞれ送信される。また、送信信号ベクトルとは別に、線形フィ
ルタ生成部３０８２より出力された線形フィルタｗ１に関する情報も無線送信部１１０に
入力され、第１移動局装置２２に対して通知される。
【０１２２】
　制御情報生成部３３０では、線形フィルタｗ１が入力され、それに関連付けられた情報
が出力され、無線送信部１１０に入力されたのち、第１移動局装置２２に通知される。線
形フィルタｗ１に関連付けられた情報としては、線形フィルタｗ１そのものを通知しても
良いし、ｗ１を有限ビット長の情報に量子化したのち、その情報を通知しても良く、また
、基地局装置１２と第１移動局装置２２間で予め所定のコードブックを共有しておき、算
出された線形フィルタｗ１と最も近いコードの番号を第１移動局装置２２に通知するよう
にしても良い。
【０１２３】
　所定のコードブックを共有している場合、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部３０８において線形フ
ィルタｗ１を算出する際に、コードブック記載の線形フィルタのうちで、算出規範（所要
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送信電力最小規範や通信容量最大規範）に最も即した線形フィルタを選択し、それを用い
てプリコーディングを行っても良い。
【０１２４】
　［移動局装置の構成］
　続いて移動局装置の構成について説明する。図８は第１移動局装置２２の構成を表すブ
ロック図である。ここで、第２移動局装置３２の構成は図５と同様であり、また実際の信
号処理も同様であるため、第２移動局装置３２における信号処理については説明を省略し
、以下では、第１移動局装置２２における信号処理の説明のみを行う。
【０１２５】
　第１移動局装置２２では、各アンテナ２０２で受信された信号が対応する無線受信部２
０４に入力されベースバンド帯の信号に変換される。ベースバンド帯に変換された信号は
、参照信号分離部２０６に入力される。参照信号分離部２０６では、受信信号はデータ系
列と既知参照信号系列とに分離され、データ系列は第１伝搬路補償部２１０ａに入力され
、既知参照信号系列は伝搬路推定部２０８に入力される。
【０１２６】
　無線受信部２０４においては、データ系列と既知参照信号系列とは別に、基地局装置１
２の制御情報生成部３３０より通知される線形フィルタｗ１に関連付けられた情報も受信
されるが、その情報については制御情報取得部３５０に入力されるものとする。
【０１２７】
　制御情報取得部３５０では、入力された情報に基づいて、基地局装置１２のＰｒｅｃｏ
ｄｉｎｇ部３０８において生成された線形フィルタｗ１を推定し、制御情報取得部３５０
の出力として第１伝搬路補償部２１０ａに入力する。
【０１２８】
　伝搬路推定部２０８では、入力された既知参照信号系列を用いて伝搬路推定が行われる
。第１移動局装置２２では、伝搬路行列Ｈ１を推定する。推定された伝搬路行列はそれぞ
れ第１伝搬路補償部２１０ａ及び第１フィードバック情報生成部２２０ａに入力される。
【０１２９】
　第１フィードバック情報生成部２２０ａでは、第１実施形態とは異なり、基地局装置１
２に対しては、推定された伝搬路行列Ｈ１をそのまま通知する情報として無線送信部２３
０に対して出力する。なお、実際の通知の方法として、第１実施形態と同様に通知する情
報を有限ビット長の情報に量子化したのち、その情報を直接通知してもよく、また、基地
局装置１２と第１移動局装置２２間で予め所定のコードブックを共有しておき、推定され
た伝搬路情報と最も近いコードの番号を基地局装置１２に通知するようにしても良い。
【０１３０】
　第１伝搬路補償部２１０ａに入力された受信データ系列については、制御情報取得部３
５０により入力される線形フィルタｗ１を受信フィルタｗｒ、１とみなし、それを受信信
号に乗算することにより伝搬路補償を行うことが出来る。なお、第１実施形態と同様に、
伝搬路推定部２０８において推定された伝搬路情報Ｈ１に基づいて受信線形フィルタを新
たに算出しても良い。
【０１３１】
　第１伝搬路補償部２１０ａの出力は、データ復調部２１２及びチャネル復号部２１４に
入力され、データ復調、チャネル復号がそれぞれ適用されたのち、各移動局装置宛の送信
データが検出される。
【０１３２】
　本実施形態では、基地局装置１２が第１移動局装置２２の受信フィルタを制御すること
により、基地局装置１２のＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部３０８で算出される線形フィルタＷｅｆ

ｆをより直交性の高い行列とすることが出来るから、第１の実施形態よりも空間多重を可
能な移動局装置の組み合わせ数を増加させることが出来る。
【０１３３】
　ＭＵ－ＭＩＭＯでは、同時空間多重ユーザ数を増加すれば増加させただけ周波数利用効
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る。
【０１３４】
　〔第３実施形態〕
　続いて、第３実施形態について説明する。第２実施形態においては、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ
　ＣＳＩを通知する第１移動局装置２２の受信フィルタを基地局装置１２が制御すること
により、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩを通知する第２移動局装置３２を利用するユーザも含
めて、各移動局装置の空間多重機会を増加できる方法を示した。
【０１３５】
　しかし、第２実施形態では、第１移動局装置２２の受信ダイバーシチ利得が最大とはな
らず、システム全体の周波数利用効率が向上する一方で、第１移動局装置２２自体の伝送
特性は劣化してしまう可能性がある。
【０１３６】
　第３実施形態では、第１移動局装置２２自体の伝送特性を劣化させずに、第１移動局装
置２２と第２移動局装置３０とを同時に空間多重させる方法を開示する。
【０１３７】
　第３実施形態でも第１及び第２の実施形態と同様に、Ｎｔ本の送信アンテナを有する基
地局装置１２に対して、単一受信アンテナを有する２つの移動局装置（第１移動局装置２
２及び第２移動局装置３０とする）が同一無線リソースにおいて空間多重される場合を考
える。そして第１ユーザが第１移動局装置２２を利用し、第２ユーザが第２移動局装置３
０を利用するものとする。
【０１３８】
　［基地局装置の構成］
　第３実施形態に係る基地局装置１４は図６の構成において、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部３０
８を図９で示すＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８に置き換えた構成である。ここで、異なるの
はＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部における信号処理と、制御情報生成部３３０に出力される制御情
報であり、それ以外の信号処理については、第２実施形態における基地局装置１２の信号
処理とほぼ同様である。以下では、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８と制御情報生成部３３０
における処理についてのみ説明する。
【０１３９】
　図９は本発明の第３実施形態に係るＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８の構成を示している。
Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８では、はじめにＣＳＩ取得部１２４において取得された第１
移動局装置２２及び第第２移動局装置３０のＣＳＩが線形フィルタ生成部４０８２に入力
され、線形フィルタが生成される。
【０１４０】
　線形フィルタ生成部４０８２に入力されるＣＳＩについて説明する。第１移動局装置２
２より通知されるＣＳＩは伝搬路情報を明示的に表すＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩとなるが
、ここでは、第２実施形態と同様に基地局装置１４と第１移動局装置２２との間の伝搬路
行列Ｈ１そのものが通知されているものとする。一方で、第２移動局装置３０より通知さ
れるＣＳＩは第１実施形態と同様に第２移動局装置３０が基地局装置１２に要求する線形
送信フィルタｗｔ、２が入力されるものとする。
【０１４１】
　基地局装置１４の線形フィルタ生成部４０８２では、各移動局装置より通知された情報
より、各移動局装置と基地局装置間の伝搬路情報を推定する。第２移動局装置３０につい
ては、第１実施形態と同様に通知されたｗｔ、２にエルミート転置を与えたｗｔ、２

Ｈを
伝搬路とみなす。一方、第１移動局装置２２の伝搬路については、線形フィルタ生成部４
０８２では、初めに取得した伝搬路情報Ｈ１に対して次式（７）に示されるような固有値
分解を行う。
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【数７】

　ここで、「Λ１」は対角要素にＨ１
ＨＨ１の固有値を持ち、Λ１＝ｄｉａｇ｛λ１、．

．．、λＮｒ,０、．．．、０｝と表現される（Ｎｔ×Ｎｔ）の対角行列である。
【０１４２】
　ただし、Ｎｔ≧Ｎｒであるものとしている。一方、「Ｕ１」はＵ１＝［ｕ１，１、．．
．、ｕ１，ｒ、．．．、ｕ１，Ｎｔ］と表現される（Ｎｔ×Ｎｔ）のユニタリ行列である
。Ｕ１を構成するＮｔ個の列ベクトルのうち、第ｒ列ベクトルｕ１、ｒは第ｒ固有値（つ
まりλｒ）に対応する固有ベクトル（第二の線形フィルタ）となる。
【０１４３】
　第３実施形態における線形フィルタＷｅｆｆは主に、Λ１とＵ１に基づいて行われる。
なお、以下では、Λ１の対角成分は値の大きな固有値より順番に並んでいるものとする。
つまり、λ１＞λ２＞・・・λＮｒ＞０であるものとする。
【０１４４】
　なお、第１移動局装置２２から、伝搬路情報Ｈ１ではなく、Ｈ１の共分散行列Ｒｔもし
くはそれに関連付けられた制御情報が通知された場合、Ｒｔ≒Ｈ１

ＨＨ１とみなして、同
様の信号処理を行うようにしても良い。
【０１４５】
　各移動局装置に対してランク１の伝送を仮定している本実施形態においては、算出すべ
き線形フィルタＷｅｆｆは（Ｎｔ×２）の行列であり、第１列ベクトルは第１移動局装置
２２宛の送信データに乗算される線形フィルタ、第２列ベクトルは第２移動局装置３０宛
の送信データに乗算される線形フィルタを表す。
【０１４６】
　本実施形態においては、第１移動局装置２２宛の送信データに乗算される線形フィルタ
は先ほど算出された固有ベクトルのうち、最大固有値に対応する固有ベクトルｕ１、１を
用いることとする。
【０１４７】
　次いで、第２移動局装置３０宛の送信データに乗算される線形フィルタであるが、これ
は式（７）に基づいて算出された第１移動局装置２２の伝搬路情報に関連付けられた固有
ベクトルのうち、最大固有値に対応する固有ベクトル以外の固有ベクトルの中で、第２移
動局装置３０より通知された所望の送信線形フィルタｗｔ、２に最も近い固有ベクトルを
選択し、それを第２移動局装置３０宛の送信データに乗算する。ここでは簡単のため、ｗ

ｔ、２とｕ１、２が一致していたものとする。このとき、算出すべき線形フィルタは、
【数８】

　である。
【０１４８】
　しかし、通常通知された送信線形フィルタｗｔ、２とｕ１、２が完全に一致することは
無く、また、基地局装置１４と第２移動局装置３０とで共有されているコードブックのサ
イズが有限である事から、基地局装置１４が取得したｗｔ、２が第２移動局装置３０が真
に所望する線形フィルタであるとは限らない。
【０１４９】
　ところで、第１及び第２実施形態も含め、本実施形態では簡単のため説明は省略してい
るが、通常、各移動局装置から基地局装置にはＣＳＩに関連付けられた情報とは別に、受
信品質に関連付けられた情報（例えばＬＴＥ　Ｒｅｌ．８では受信品質を表すChannel qu
ality indicator（ＣＱＩ）や所望のデータストリーム数を表すRank Indicator（ＲＩ）
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と呼ばれる制御情報）を通知し、基地局装置は、受信品質に関連付けられた情報に基づい
て、変調方式、チャネル符号化率、ランク数及びユーザスケジューリング等を決めている
。
【０１５０】
　このとき、受信品質に関連付けられた情報は、基地局装置に通知されているＣＳＩに関
連付けられた情報にも基づいている。
【０１５１】
　例えば、第２移動局装置３０の場合、基地局装置１４に通知した所望の送信線形フィル
タｗｔ、２が使われることを前提として、ＣＱＩ等を算出している。よって式（８－１）
のようにｗｔ、２に基づかない線形フィルタを用いてしまうと、基地局装置１４に通知さ
れている受信品質と、実際の受信品質との誤差が大きくなってしまう。
【０１５２】
　そのため、通知された送信線形フィルタｗｔ、２とｕ１、２が完全に一致していない場
合は、次式に示すように線形フィルタには、ｕ１、２ではなくｗｔ、２を用いるようにし
ても良い。
【数９】

【０１５３】
　また、第３実施形態においても第１及び第２実施形態同様に、見掛け上の伝搬路行列Ｈ

ｅｆｆを定義するようにしても良い。この場合、Ｈｅｆｆは次式のように定義する。

【数１０】

　算出された等価伝搬路行列Ｈｅｆｆより、次式のように線形フィルタＷｅｆｆを算出す
る。
【数１１】

【０１５４】
　式（１０）はＺＦ規範に基づく線形フィルタである。もちろん第１実施形態と同様にＭ
ＭＳＥ規範などの別の規範に基づいて線形フィルタを算出しても良い。なお、ｗｔ、２と
ｕ１、２が完全に一致しているとき、式（１０）は式（８－１）に一致する。
【０１５５】
　以上が、第３実施形態における線形フィルタＷｅｆｆの生成方法となる。本実施形態に
おいては、空間多重する移動局装置は第１移動局装置２２と第２移動局装置３０であるも
のとして説明したが、第２移動局装置３０に属する他の移動局装置が通知してきた所望線
形フィルタが、第１移動局装置２２の最大固有値に対応する固有ベクトル以外の固有ベク
トルのいずれかに一致、もしくは酷似している場合に、第２移動局装置３０の代わりにそ
の移動局装置を多重するようにしても良い。
【０１５６】
　逆に第２移動局装置３０が通知してきた線形フィルタと一致もしくは近い固有ベクトル
を算出することが可能な伝搬路情報を通知してきた、第１移動局装置２２以外の第１移動
局装置２２に属する移動局装置が存在する場合に、第１移動局装置２２の代わりに、その
移動局装置と第２移動局装置３０とを多重するようにしても良い。
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【０１５７】
　また、通常、第１移動局装置２２の受信品質を最良とするためには、最大固有値に対応
する固有ベクトルｕ１、１を第１移動局装置２２宛の送信データに乗算する線形フィルタ
として用いる必要がある。なぜならば、第１移動局装置２２の受信品質は線形フィルタと
して用いた固有ベクトルに対応する固有値の大きさに比例するためである。
【０１５８】
　しかし、もし第１移動局装置２２が２番目に大きい固有値による伝送でも所望の伝送品
質を実現できるような場合、第１移動局装置２２宛の送信データに乗算する線形フィルタ
として、２番目に大きい固有値に対応する固有ベクトルｕ１、２を用いることにより、第
２移動局装置３０が通知してきた送信線形フィルタがｕ１、１と一致している場合にも空
間多重を行うことが可能となる。
【０１５９】
　このことは、各移動局装置に対してランク２以上の伝送を行う場合にも同様の事が言え
る。例えば、ランク２の送信を第１移動局装置２２に行う場合、通常第１移動局装置２２
に使う線形フィルタは最大及び２番目に大きい固有値に対応する固有ベクトルｕ１、１及
びｕ１、２を用いる。
【０１６０】
　この場合に、同じくランク２の送信を行う第２移動局装置３０が通知してきた線形フィ
ルタが固有ベクトルｕ１、１及びｕ１、２と一致してしまっている場合、本実施形態の方
法では第２移動局装置３０と第１移動局装置２２を空間多重することは出来ない。
【０１６１】
　しかし、第１移動局装置２２が３番目及び４番目に大きい固有値でも所望の伝送品質が
達成できるのであれば、第１移動局装置２２に対して、３番目及び４番目に大きい固有値
に対応する固有ベクトルｕ１、３及びｕ１、４を線形フィルタとして用いることが出来る
。この場合は第１移動局装置２２と第２移動局装置３０とを空間多重することが可能とな
る。
【０１６２】
　つまり、第１移動局装置２２が実際の伝送に用いる固有ベクトルの選択を工夫すること
により、空間多重できる移動局装置の選択肢を増加させることも本実施形態では可能であ
る。
【０１６３】
　これまで説明してきたように、本実施形態では、第１移動局装置２２に対して最大固有
値を与える固有ベクトルを線形フィルタとして用いているとは限らない。
【０１６４】
　しかし、第１移動局装置２２の移動局装置では、線形フィルタとして用いている固有ベ
クトルがいずれであるかを把握していないと正しく信号を復調することは出来ない。
【０１６５】
　よって、本実施形態においては、実際に線形フィルタとして用いている固有ベクトルが
いずれかであるかを第１移動局装置２２に対して通知する必要があるから、線形フィルタ
生成部４０８２からは生成された線形フィルタが線形フィルタ乗算部４０８４に入力され
る一方で、用いている固有ベクトルに関連付けられた制御情報（ここでは固有値番号）が
図６における制御情報生成部３３０に向けて出力される。
【０１６６】
　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８ではその後、線形フィルタ乗算部４０８４においては、送
信シンボルベクトルｄに入力された線形フィルタＷｅｆｆが乗算され、送信信号ベクトル
ｓが生成され、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８の出力信号として出力される。
【０１６７】
　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８の出力信号は、各アンテナの無線送信部１１０に入力され
る。無線送信部１１０において、ベースバンド帯の送信信号が無線周波数（ＲＦ）帯の送
信信号に変換される。無線送信部１１０の出力信号は、各アンテナ１１２よりそれぞれ送
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信される。
【０１６８】
　また、送信信号ベクトルとは別に、制御情報生成部３３０より実際に用いている固有ベ
クトルに関連付けられた制御情報が無線送信部１１０に入力され、第１移動局装置２２に
対して通知される。
【０１６９】
　通知される制御情報としては、固有ベクトルの番号（何番目に大きい固有値の固有ベク
トルを用いているかを示す情報であり、固有ベクトルを算出するアルゴリズムが基地局装
置と移動局装置とで共通化できる場合には、何番目に算出される固有ベクトルを用いてい
るかが分かる情報等）を通知しても良く、また実際に用いている固有ベクトルを有限ビッ
ト長の情報に量子化したのち、その情報を直接通知してもよく、また、基地局装置１４と
第１移動局装置２２間で予め所定のコードブックを共有しておき、算出された線形フィル
タｗ１と最も近いコードの番号を第１移動局装置２２に通知するようにしても良い。
【０１７０】
　なお、第１移動局装置２２が線形フィルタとして用いる固有ベクトルの選択方法を予め
基地局装置１４と決めている場合（例えば、いかなる場合においても最大固有値に対応す
る固有ベクトルを用いるなど）には制御情報生成部３３０で生成される制御情報について
は第１移動局装置２２に通知しなくても良い。
【０１７１】
　また、移動局装置に送信する既知参照信号系列について、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８
で算出された線形フィルタが乗算された既知参照信号系列を別に送信している場合、その
情報に基づいて、第１移動局装置２２が実際に使用されている固有値の番号を推定するよ
うにしても良い。
【０１７２】
　また、複数ランクの伝送を行っている場合、基地局装置１４が実際に伝送する際に用い
るアンテナポートの番号と送信ストリームの番号が関連付けられている場合がある。この
場合、固有ベクトルの番号と送信ストリームは関連付けられた情報であるから、本実施形
態のように、受信品質等に応じて固有ベクトルを決定しているということは、利用するア
ンテナポートを受信品質に応じて決定しているとも言える。よって、基地局装置１４が各
移動局装置宛のデータ送信に用いるアンテナポート番号を通知することにより、第１移動
局装置２２に対して、用いている固有ベクトルの番号を通知するように制御することでも
、本発明は実現可能である。
【０１７３】
　［移動局装置の構成］
　続いて、移動局装置について説明する。移動局装置について、第２移動局装置３０は図
５と同様であり、また行われる信号処理も第１実施形態（第２実施形態）において説明し
たものと一緒であるから説明は省略する。
【０１７４】
　一方、第１移動局装置２２は第２実施形態で用いた図８と構成は同じであるが、制御情
報取得部３５０及び第１伝搬路補償部２１０ａにおける信号処理が異なるため、以下では
前記２つの構成部における信号処理の説明のみを行うものとし、それ以外の構成部に関す
る説明については省略する。
【０１７５】
　初めに制御情報取得部３５０について説明する。制御情報取得部３５０に入力される情
報は、第２実施形態とは異なり、基地局装置１２のＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８において
、いずれの固有ベクトルを用いているかに関連付けられた情報である。
【０１７６】
　制御情報取得部３５０では入力された情報に基づき、基地局装置１２が使用している固
有値ベクトルの番号を第１伝搬路補償部２１０ａに入力する。なお、第１移動局装置２２
が線形フィルタとして用いる固有ベクトルの選択方法を予め基地局装置１４と決めている
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場合には、制御情報取得部３５０からは特に制御情報は第１伝搬路補償部２１０ａには入
力されない。
【０１７７】
　次いで、第１伝搬路補償部２１０ａにおける信号処理について説明する。第１伝搬路補
償部２１０ａに入力された受信データ系列については、伝搬路推定部２０８より入力され
る伝搬路情報Ｈ１と制御情報取得部３５０より通知される制御情報に基づいて算出される
受信フィルタを乗算することにより、伝搬路補償が行われる。
【０１７８】
　第１伝搬路補償部２１０ａでは、初めに、式（７）に示されているように、入力された
伝搬路情報Ｈ１に対して、固有値分解を行い、固有ベクトルを算出する。その後、伝送さ
れているランク数と制御情報取得部３５０より通知される情報に基づいて受信フィルタが
算出される。今、ランク１の送信であり、制御情報取得部３５０からは最大固有値に対応
する固有ベクトルが基地局装置１２のＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８で使用されたことが分
かる制御情報が入力されているとき、受信フィルタｗｒ、１は次式で与えられる。

【数１２】

【０１７９】
　このように、第３実施形態において、第１移動局装置２２が用いる受信フィルタは、伝
搬路情報Ｈ１に基地局装置１４がＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部４０８において用いている固有ベ
クトルを乗算することにより生成される。例えば、ランク２の送信を行っている場合に、
基地局装置１４が最大固有値と３番目に大きい固有値に対応する固有ベクトルであるｕ１

、１とｕ１、３を送信フィルタに用いているのであれば、受信フィルタは、

【数１３】

　となる。
【０１８０】
　なお、固有ベクトルを新たに算出するのではなく、第１実施形態や第２実施形態と同様
に、直接ＭＭＳＥ規範に基づく受信フィルタを算出し、それを用いても良い。
【０１８１】
　以上が、制御情報取得部３５０及び第１伝搬路補償部２１０ａにおける信号処理の説明
となる。それ以外の構成部における信号処理は第２実施形態と同様であるから説明は省略
する。
【０１８２】
　第３実施形態においては、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする第１移動局
装置２２と、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする第２移動局装置３０とを同
一無線リソースにおいて空間多重する際に、基地局装置１４にて用いられる線形フィルタ
を第１移動局装置２２から通知される伝搬路情報に主に基づいて算出する方法を対象とし
た。第３実施形態では、第２実施形態とは異なり、第１移動局装置２２の受信品質を低下
させること無く第１移動局装置２２と第２移動局装置３０とを空間多重させることが可能
となる。
【０１８３】
　〔第４実施形態〕
　第１から第３実施形態においては、基地局装置１２のＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部において行
われている信号処理は線形演算のみであり、このようなＭＵ－ＭＩＭＯ伝送は線形ＭＵ－
ＭＩＭＯ伝送と呼ばれている。ＬＴＥ　Ｒｅｌ．８で採用されているＭＵ－ＭＩＭＯ伝送
は線形ＭＵ－ＭＩＭＯ伝送である。第４実施形態では、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部において非
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線形信号処理を行う非線形ＭＵ－ＭＩＭＯ伝送を対象とする。
【０１８４】
　第４実施形態でも第１、第２及び第３の実施形態と同様に、Ｎｔ本の送信アンテナを有
する基地局装置１６に対して、単一受信アンテナを有する２つの移動局装置（第１移動局
装置２０及び第２移動局装置３０とする）が同一無線リソースにおいて空間多重される場
合を考える。そして第１ユーザは第１移動局装置２０を利用し、第２ユーザは第２移動局
装置３０を利用するものとする。
【０１８５】
　［基地局装置の構成］
　第４実施形態に係る基地局装置１６は第１実施形態の基地局装置１０とほぼ同様であり
、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部３０８に換えて図１０のＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８を備えてい
ることである。具体的には、異なるのはＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８における信号処理で
あり、それ以外の信号処理については、第１の実施形態における基地局装置の信号処理と
ほぼ同様である。以下では、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８における処理についてのみ説明
する。
【０１８６】
　第４実施形態における基地局装置１６におけるＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８の構成を図
１０に示す。Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８は、線形フィルタ生成部５０８２、線形フィル
タ乗算部５０８４に加えて、非線形信号処理部５０８６を含んでいる。
【０１８７】
　初めに線形フィルタ生成部５０８２における信号処理について説明する。線形フィルタ
生成部５０８２に入力されるＣＳＩは第１実施形態と同様であり、第１移動局装置２０よ
り通知される情報は、基地局装置１６と第１移動局装置２０との間の伝搬路行列Ｈ１に、
第１移動局装置２０の受信装置において受信信号に乗算される受信フィルタｗｒ、１との
行列積で表されるｈｅｆｆ、１＝ｗｒ、１×Ｈ１であるものとし、第２移動局装置３０よ
り通知されるＣＳＩは第２移動局装置３０が基地局装置１６に要求する線形送信フィルタ
ｗｔ、２であるものとする。
【０１８８】
　基地局装置１６の線形フィルタ生成部５０８２では、各移動局装置より通知された情報
より、各移動局装置と基地局装置間の伝搬路情報を推定する必要がある。推定された見掛
け上の伝搬路行列Ｈｅｆｆを次式のように定義する。
【数１４】

【０１８９】
　式（１）と同様であるが、行成分が入れ替わっている。つまり、第１行に第２移動局装
置３０の伝搬路情報が入り、第２行に第１移動局装置２０の伝搬路情報が入る。
【０１９０】
　推定された伝搬路情報Ｈｅｆfより、線形フィルタＷｅｆｆを生成する。第１、第２及
び第３実施形態で生成された線形フィルタＷｅｆfは基本的に、ある移動局装置宛の送信
信号が他の移動局装置において干渉とならないように制御する線形フィルタであり、その
ような線形フィルタは例えばＨｅｆfの逆行列演算により求めることが可能である。しか
し、Ｈｅｆｆの形状によっては、Ｈｅｆfの逆行列を線形フィルタとして用いると、必要
となる送信電力が膨大となってしまう場合がある。
【０１９１】
　一方で、非線形演算処理で算出する線形フィルタはＨｅｆｆの逆行列とは限らない。以
下では、非線形ＭＵ－ＭＩＭＯ方式の一例として、Ｔｏｍｌｉｎｓｏｎ－Ｈａｒａｓｈｉ
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ｍａ　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ（ＴＨＰ）と呼ばれる干渉抑圧技術を用いる場合について説明
する。
【０１９２】
　ＴＨＰを用いる場合、生成される線形フィルタＷｅｆfは伝搬路情報Ｈｅｆfを下三角行
列に変換するような行列である。そのような行列は、Ｈｅｆfの随伴行列Ｈｅｆf

ＨにＱＲ
分解を適用することにより求めることが出来る。すなわち、Ｈｅｆf

Ｈ＝ＱＲとＱＲ分解
したとき（Ｑがユニタリ行列、Ｒが上三角行列である）、Ｑが線形フィルタＷｅｆｆとな
る。なお、
【数１５】

　であるものとする。
【０１９３】
　このようにして生成された線形フィルタＷｅｆｆを用いた場合、ＨｅｆfＷｅｆfが対角
行列とはならず、第２移動局装置３０宛の送信信号が、第１移動局装置２０に干渉信号と
して受信されてしまう。そこで、第４実施形態のＰｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８では、この
第１移動局装置２０に観測される干渉信号を予め非線形信号処理部５０８６において減算
する。
【０１９４】
　非線形信号処理部５０８６における信号処理について説明する。非線形信号処理部５０
８６には、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８に入力された変調シンボルｄと線形フィルタ生成
部５０８２より出力されるＨｅｆf及びＷｅｆfが入力される。非線形信号処理部５０８６
においては、前述した第１移動局装置２０において観測される干渉信号を予め減算する信
号処理が行われる。具体的には、第１移動局装置２０宛の送信信号ｄ１に対して次式に示
すような信号処理を行う。

【数１６】

【０１９５】
　ここで、「ＤＩＡＧ（Ａ）」は対角行列であり、その対角要素は行列Ａの対角要素であ
るものとする。また、「［Ａ］ｉ、ｊ」は行列Ａの第ｉ行第ｊ列成分を表す。「Ｉ」は単
位行列である。
【０１９６】
　式（１４－１）で算出される信号ｘ１をｄ１の代わりに、第１移動局装置２０宛の送信
信号として用いることで、仮にＷｅｆf＝Ｑを線形フィルタとして用いても、第２移動局
装置３０宛の送信信号が第１移動局装置２０に干渉信号として受信されることは無い。し
かし、伝搬路情報Ｈｅｆｆの状態によっては、ｘ１の大きさが、ｄ１よりも大きくなって
しまい、膨大な送信電力を必要としてしまう可能性がある。そこで、ＴＨＰでは、ｘ１に
対して、ｍｏｄｕｌｏ演算と呼ばれる非線形信号処理を行う。
【０１９７】
　ｍｏｄｕｌｏ演算「ＭｏｄＭ（ｘ）」は、ある入力ｘに対して、その出力が?Ｍより大
きく、かつＭ以下に収まるようにするものである。ここで「Ｍ」はＭｏｄｕｌｏ幅と呼ば
れ、入力される信号の変調方式等に応じて設定される。
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　例えばＱＰＳＫ変調信号が入力される場合には、Ｍ＝ｓｑｒｔ（２）と設定される。実
際に、式（１４－１）で表される信号ｘ１にｍｏｄｕｌｏ演算を施した場合、その出力は
次式で与えられる。
【数１７】

【０１９９】
　ここで、「ｚ」は実部と虚部がそれぞれ整数となる複素数であり、式（１４－２）の右
辺の実部と虚部がそれぞれ－Ｍより大きく、かつ、Ｍ以下に収まるように選択される。な
お、２Ｍｚは摂動ベクトルと呼ばれることもある。式（１４－２）は次式のように表現す
ることも可能である。

【数１８】

【０２００】
　ここで、「ｆｌｏｏｒ（ｘ）」は実数ｘを超えない最大の整数を返す関数であり、床関
数とも呼ばれる。また、「Ｒｅ（ｃ）」及び「Ｉｍ（ｃ）」はそれぞれ、複素数ｃの実数
及び虚数を返す関数である。ｍｏｄｕｌｏ演算を施すことにより、伝搬路情報Ｈｅｆｆの
状態に依らず、ｘ１の大きさを常に一定とすることが出来る。
【０２０１】
　このように算出されたｘ１（ｍｏｄｕｌｏ演算も含む）が第１移動局装置２０宛の送信
シンボルとして非線形信号処理部５０８６より出力される。なお、第２移動局装置３０宛
の送信シンボルについては特に信号処理は行われない。
【０２０２】
　その後、非線形信号処理部５０８６の出力は線形フィルタ乗算部５０８４に入力され、
線形フィルタ生成部５０８２より入力された線形フィルタＷｅｆｆ＝Ｑが乗算されたのち
、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８から出力ｓとして出力されることになる。Ｐｒｅｃｏｄｉ
ｎｇ部５０８以外の基地局装置１０の信号処理については、第１実施形態と同様であるか
ら説明は省略する。
【０２０３】
　以上、Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部５０８における信号処理について説明した。第４実施形態
ではＴＨＰ　ＭＵ－ＭＩＭＯを用いる方法を説明したが、これはＥｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳ
Ｉを通知する第１移動局装置２０については、移動局装置で観測される被干渉成分を基地
局装置１０で高精度に推定可能である事に着目している。
【０２０４】
　そのため、例えば、第１移動局装置２０を利用する２ユーザ（ここでは第１及び第３ユ
ーザとする）と第２移動局装置３０を利用する２ユーザ（ここでは第２及び第４ユーザと
する）の計４ユーザを多重しようとした場合、式（１３－１）に示されているようにＱＲ
分解を適用しただけでは線形フィルタは算出することは出来ない。このとき、線形フィル
タ生成部では、次のように見掛け上の伝搬路行列Ｈｅｆｆを定義する。
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【数１９】

【０２０５】
　生成すべき線形フィルタＷｅｆｆは、式（１２－２）で表される伝搬路行列を次のよう
に変換する行列である。
【数２０】

【０２０６】
　つまり、基本的にはＩｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩを通知してきたユーザには残留干渉が残
らないようにし、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩを通知してきたユーザには残留干渉を供する
ような行列変換をするということである。このような線形フィルタＷｅｆｆは、Ｈｅｆｆ
Ｈに対するＱＲ分解及び、Ｈｅｆｆから、第１移動局装置２０を利用するユーザに関する
伝搬路情報を取り除いた行列、すなわち、

【数２１】

　に対する逆行列演算により求めることが出来る。なお、「０Ｎ×Ｍ」は構成要素が全て
０であるＮ行Ｍ列の零行列を表す。
【０２０７】
　Ｈｅｆｆ

Ｈに対するＱＲ分解から生成されるユニタリ行列のうちの第３及び第４列ベク
トル成分、及び式（１２－３）で表される行列の一般逆行列の第１列及び第２列ベクトル
成分をそれぞれ抽出し、列方向に結合したものが、算出すべき線形フィルタＷｅｆｆとな
る。なお、Ｗｅｆｆの生成方法はこれに限ったものではなく、式（１３－２）を満足しさ
えすれば良い。
【０２０８】
　［移動局装置の構成］
　次いで、移動局装置について説明する。第４実施形態に係る移動局装置の構成は第１実
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施形態に係る移動局構成（図４及び図５）と同様である。特に第２移動局装置３０におけ
る信号処理は第１実施形態と同様であるため、説明は省略する。第１移動局装置２０にお
ける信号処理もほぼ同様であるが、第１伝搬路補償部２１０ａにおける信号処理について
は少し異なる。
【０２０９】
　第１伝搬路補償部２１０ａでは、第１実施形態と同様の信号処理を行うが、第１伝搬路
補償部２１０ａの出力に対して、基地局装置１０の非線形信号処理部５０８６において適
用したものと同じｍｏｄｕｌｏ演算を適用する必要がある。そのため、ｍｏｄｕｌｏ演算
に必要となるｍｏｄｕｌｏ幅については、基地局装置と移動局装置との間で共有しておく
必要がある。第１伝搬路補償部２１０ａを除いた他の構成部における信号処理については
、第１実施形態と同様であるから、説明は省略する。
【０２１０】
　第４実施形態では、第１、第２及び第３実施形態と異なり、非線形信号処理５０８６を
行う場合を対象とした。非線形ＭＵ－ＭＩＭＯは線形ＭＵ－ＭＩＭＯよりも優れた周波数
利用効率が達成できることが報告されており、Ｅｘｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバッ
クする移動端末と、Ｉｍｐｌｉｃｉｔ　ＣＳＩをフィードバックする移動端末とが混在す
る本実施形態においても、非線形信号処理を併せて用いることにより、更なる周波数利用
効率の改善が期待できる。
【０２１１】
　〔変形例〕
　以上、この発明の実施形態について図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこ
の実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計等も特許請
求の範囲に含まれる。
【０２１２】
　本発明に関わる移動局装置及び基地局装置で動作するプログラムは、本発明に関わる上
記実施形態の機能を実現するように、ＣＰＵ等を制御するプログラム（コンピュータを機
能させるプログラム）である。そして、これら装置で取り扱われる情報は、その処理時に
一時的にＲＡＭに蓄積され、その後、各種ＲＯＭやＨＤＤに格納され、必要に応じてＣＰ
Ｕによって読み出し、修正・書き込みが行なわれる。
【０２１３】
　プログラムを格納する記録媒体としては、半導体媒体（例えば、ＲＯＭ、不揮発性メモ
リカード等）、光記録媒体（例えば、ＤＶＤ、ＭＯ、ＭＤ、ＣＤ、ＢＤ等）、磁気記録媒
体（例えば、磁気テープ、フレキシブルディスク等）等のいずれであってもよい。また、
ロードしたプログラムを実行することにより、上述した実施形態の機能が実現されるだけ
でなく、そのプログラムの指示に基づき、オペレーティングシステムあるいは他のアプリ
ケーションプログラム等と共同して処理することにより、本発明の機能が実現される場合
もある。
【０２１４】
　また市場に流通させる場合には、可搬型の記録媒体にプログラムを格納して流通させた
り、インターネット等のネットワークを介して接続されたサーバコンピュータに転送した
りすることができる。この場合、サーバコンピュータの記憶装置も本発明に含まれる。
【０２１５】
　また、上述した実施形態における移動局装置及び基地局装置の一部、または全部を典型
的には集積回路であるＬＳＩとして実現してもよい。移動局装置及び基地局装置の各機能
ブロックは個別にプロセッサ化してもよいし、一部、または全部を集積してプロセッサ化
してもよい。また、集積回路化の手法はＬＳＩに限らず専用回路、または汎用プロセッサ
で実現しても良い。また、半導体技術の進歩によりＬＳＩに代替する集積回路化の技術が
出現した場合、当該技術による集積回路を用いることも可能である。
【０２１６】
　以上、この発明の実施形態を、図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこの実
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施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計等も特許請求の
範囲に含まれる。
【符号の説明】
【０２１７】
１０、１２、１４、１６　基地局装置
　１０２、１０２ａ、１０２ｂ　チャンネル符号化部
　１０４、１０４ａ、１０４ｂ　データ変調部
　１０６、１０６ａ、１０６ｂ　参照信号多重部
　１０８　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ部
　　１０８２　線形フィルタ生成部
　　１０８４　線形フィルタ乗算部
　１１０　無線通信部
　１１２　アンテナ
　１２０　無線受信部
　１２２　制御情報取得部
　１２４　ＣＳＩ取得部
２０　第１移動局装置
　２０２　アンテナ
　２０４　無線受信部
　２０６　参照信号分離部
　２０８　伝搬路推定部
　２１０ａ　第１伝搬路補償部
　２１２　データ復調部
　２１４　チャネル復号部
　２２０ａ　第１フィールドバック情報生成部
　２３０　無線送信部
３０　第２移動局装置
　２１０ｂ　第２伝搬路補償部
　２２０ｂ　第２フィールドバック情報生成部
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